
令和６年度事業報告書 

 

 

静岡県農業の持続的な発展のためには、農業者の経営規模の拡大、将来を担う新規

就農者の育成・確保などが重要な課題である。このため、農地中間管理事業（農地バ

ンク事業）による担い手への農地の集積・集約化、新規就農者の育成、企業参入の推

進、農業経営の法人化などに取り組んだ。 

 

農地バンク事業は、県、農業会議、ＪＡ静岡中央会、土地改良事業団体連合会、農

業振興公社により策定した「令和６年度地域計画策定による担い手等への農地集積・

集約化に関する推進方針」に基づき、市町の地域農業経営基盤強化促進計画（地域計

画）の実現に向けて、農地バンク事業面積 1,000ha を目標に、推進に取り組んだ。 

推進にあたっては、市町や農業委員会、ＪＡ等との連携や農業者等による協議の場

への参加、経営基盤強化促進法の改正への対応などのほか、県外の農業法人等の誘致

や企業の農業参入支援、広報活動などを行った。 

その結果、令和６年度末の実績では、貸付面積約 1,273ha となり、目標面積を上回

った。 

また、農地売買等事業では、8.7ha を買入れ、7.3ha を売り渡し、担い手の経営規模

の拡大や農地の面的集積を推進した。 

 

青年農業者等の育成及び確保では、関係機関と連携し、就農相談や現地見学会を実

施し、自立就農を目指す 17 名の青年等を対象に実践的な研修を開始したほか、就農準

備の支援を行った。 

 

農業経営の法人化の推進では、関係機関と連携し、農業経営体の課題解決のため、

48 経営体に延べ 82 回の専門家の派遣や各種研修会を開催し、経営改善や法人化支援

など農業経営者への総合的サポートを行った。 

また、新規に農業現場における労働力不足を解消するため、県と協力して「静岡県

雇用労力確保推進協議会」を立ち上げ、人事評価マニュアルの作成などの事業を実施

した。 

 

指導的農業者等に対する支援では、青年農業者等の育成確保に指導的な役割を果た

している静岡県農業経営士協会及び青年農業士会の事務局として、県と連携し各種研

修会等の活動を支援した。 

 



 

Ⅰ 農用地等の利用の効率化及び高度化に関する事業 
 

１ 農地バンク事業 

農業経営の規模拡大、農用地の集積・集約化及び新たに農業経営を営もうとする

者の参入の促進等により農用地の利用の効率化及び高度化を図るため、県、市町、

農業委員会、ＪＡ等関係機関と連携して、離農又は規模縮小する農業者から農用地

等を借り入れ、担い手農業者に貸し付けた。 
 

 （１）農地バンク事業の実施状況 

区   分 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

借入 

市 町 数 32 32 28 30 32 

面積(ha) 1,172.4 897.0 863.8 1,031.1 1,144.1 

貸付 
市 町 数 32 33 28 31 32 

面積(ha) 1,294.8 1,062.5 963.7 1,152.2 1,273.0 

 

（２）農地バンク事業の推進 

  ア 推進事項         

（ア）地域計画の策定協力及び農地バンク事業の推進 

項 目 内  容 実施時期 

地域計画策定に係

る市町との意見交

換 

県と連携して全市町を巡回し、地

域計画及び農地バンク事業の推

進状況等について意見交換を実

施 

6 月～7 月 

市町が開催する協

議の場への参加 

市町が地区ごと開催する地域計

画策定に係る協議の場へ出席 
随時 

農業委員等への事

業研修会 

農業委員、農地利用最適化推進委

員に対し地区別研修会等で事業

説明を行い、事業の推進を依頼 

8/1、8/2、9/5、9/6 

農業委員会への説

明、巡回 

農業委員会会長や事務局への事

業説明会等、巡回による意見交換

を実施 

随時 

他県農地バンクと

の意見交換 

①  機構支援システムを導入して

いる 18 府県との意見交換 

②  機構支援システムの事務処理

検討会へ参加 

③  福島県、福井県農地バンク等

との意見交換 

①随時 

 

②10/22～23 

 

③10/31～11/1：福島県 

11/14～15  ：福井県 
 



 

（イ）事務手引書の作成・研修会開催 

  事務手続きの手順や必要書類の見直しをまとめた事務手引きを作成し、県内

市町及びＪＡへ配布した。 

また、市町、農業委員会事務局及びＪＡの担当者向け研修会を開催した。 
 

項 目 内  容 実施時期 

市町、ＪＡ担当者向

け研修会の開催 

市町、農業委員会事務局、ＪＡの担当者

を対象とした事業説明及び事務手続き

に関する研修 

5/14、7/22 

 

（ウ）連携会議等の開催 

項 目 内  容 実施時期 

五者農地検討会 

県（農業ビジネス課、農地計画課、農

地整備課）、ＪＡ中央会、農業会議、土

改連、公社による農地集積の情報共有

と意見交換 

5/23、

12/17、3/13 

農林事務所 農業振

興部長、農地整備部

長・技監会議 

各農林事務所農業振興部長、農地整備部

長・技監や県庁農業部局、農地部局が、

地域計画の策定や農地バンク事業への

更新手続き等に係る対応方針を検討 

2/7 

 

（エ）事業の広報等 

項 目 内  容 

広 報 資 材 の

作成、配布 

・ふじのくに農地バンク事業ニュースの配布 3 回（各 300 部） 

・農業会議情報への記事掲載 12 回（毎月１回） 

・ふじのくに農業担い手サミット大会資料への広告掲載（130 部） 

   
 

イ 推進体制 

・地域計画の策定主体である市町等関係機関との連携して農地バンク事業を円滑

に実施するため、県内６か所に駐在職員を配置した。 

・担い手が不足する地域への地域外の参入候補者の紹介や牧之原地域の茶園集積

の促進等を図るため、人・農地調整員を配置した。 

・円滑かつ効果的に事業を実施するため、地域の農地や担い手に精通した市町や

ＪＡに、農地バンク事業の一部業務を委託した。 
 

 

 

 

 

 



 

（３）業務委託 

ア 農地中間管理事業業務委託 

・委託先：静岡市など 15 市町、JA 遠州中央など県内９ＪＡ 

・期 間：令和６年４月から令和７年３月 

・内 容：事業周知、窓口業務、促進計画案の調整業務ほか 

・契約額：77,999,000 円 
 

２ 農地売買支援事業 

担い手における経営の規模拡大、農地の面的集積を促進するため、離農又は規模

縮小する農業者から農用地等を買い入れ、その農用地を担い手に売り渡した。 
 

（１）売買実績 

ア 買入実績 

事  業  名 
面 積  (㎡) 金 額  (円) 

令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度 

農地売買支援事業 66,077 86,879 72,210,600 64,449,600 

公社単独農地集積事業 0 0 0 0 

合    計 66,077 86,879 72,210,600 64,449,600 
 

イ 売渡実績 

事  業  名 
面 積  (㎡) 金 額  (円) 

令和５年度 令和６年度 令和５年度 令和６年度 

農地売買支援事業 11,690 73,254 39,054,000 43,196,600 

公社単独農地集積事業 0 0 0 0 

合    計 11,690 73,254 39,054,000 43,196,600 
 

（２）公社保有農用地等の管理状況 

事  業  名 令和 6 年度当初 買入  売渡 令和 6 年度期末 

農地売買 

支援事業 

面積 (㎡) 

金額（千円） 

54,387 

33,156 

86,879 

64,450 

73,254 

43,197 

68,012 

54,409 

公社単独 

農地集積事業 

面積 (㎡) 

金額（千円） 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

0 

合計 
面積 (㎡) 

金額（千円） 

54,387 

33,156 

86,879 

64,450 

73,254 

43,197 

68,012 

54,409 

   ※金額は当該農地の買入額で記載 
 

３ 地域計画策定支援事業 

市町が策定する地域計画の実現に向け、担い手が不足する地域の担い手の確保を

図るため、第三者経営継承の推進、参入企業の支援や農業参入法人研究会の活動支

援等を実施した。 

 
 



 

（１）第三者経営継承の推進 

  農業者の経営継承に係る意識の醸成・啓発を目的に研修会を実施した。 

 

 
 

（２）企業の農業参入等の推進 

ア 農業に参入する企業等の支援 

（ア）企業等の農業参入相談（延べ数） 

相談方法 面談 電話 メール 合計 

件数 51 14 36 101 

※相談企業のうち、今年度農業に参入した企業２社 
 

（イ）研修会等の開催 

項目 実施状況 参加企業等 

現地研修会（菊川市） １回（2/4) 17 社･団体 

 

イ 農業参入した企業等の支援 

（ア）農業参入企業の経営相談（延べ数） 

相談内容 経営全般 補助事業 農地確保 その他 合 計 

件数 44 11 34 16 105 

    ※相談企業数：29 社 
 

（イ）研修会等の開催 

項目 実施状況 参加企業等 

経営・生産拡大・ブラン

ド化研修会 

４回 

（5/30,6/19,7/22,1/29） 
述べ 98 人 

 

（ウ）静岡県農業参入法人研究会への活動支援 

 農業に参入した企業等が組織する研究会活動を支援した。 

・会員数：会員 41 社 賛助会員等８社 

・研究会等：総会 1 回、幹事会３回、情報発信 23 回 

・研 修 等：講演会の開催 

プロジェクト活動（さつまいも、畑ワサビ）の促進  
 

４ 農業法人誘致加速化事業 

担い手が不足する地域に県内外の農業法人を戦略的な誘致するため、誘致候補と

なる農業法人の探索を強化し、農業法人と市町のマッチングを推進し、誘致の早期

実現を図った。 
 
 
 
 
 
 

開催状況 開催日 参加者数 

令和６年度事業継承準備セミナー(中遠地域) 8/26 4 人 



 

（１）農業法人と市町のマッチングの場の設定・運営 

  ア 農業法人の情報収集 

イベント 開催日 相談数(社） 参加市町数 

Ｊ－ＡＧＲＩ 10/9～11（千葉県） 42 社 ４市町 

法人誘致セミナー 2/21（静岡市・WEB） 34 社 ４市町 
 

  イ 市町の誘致戦略策定支援 

対象市町 
支援回数 

面談 ＷＥＢ 合計 

６市町（伊豆の国市、裾野市、富士市、

藤枝市、菊川市、袋井市） 
11 11 22 

 

  ウ 農業法人のマッチング実績 

支援法人数 総支援回数 
マッチング市町 

実数 延べ 

33 147 13 33 

    ※誘致実績：３社、３市 

市町名 誘致法人名 作物・規模等 

伊豆市 株式会社エース 露地野菜 (3.0ha) 

袋井市 栗の木育成所 栗    (0.5ha) 

藤枝市 株式会社グリーンテック 施設野菜 (1.1ha) 
 

  エ 法人誘致の取組をＨＰに掲載 

掲載開始日 掲 載 内 容 備考 

3 月 13 日 

・静岡県の魅力 

・静岡県農業法人誘致推進連絡会について 

・農地情報（マッチングシート） 

・新着情報 

11 市町 

 
 

（２） 静岡県農業法人誘致推進連絡会の運営 

ア 法人誘致推進連絡会の開催 

開催月日 内 容 参加者 

8 月 8 日 
・連絡会の取組、R6 方針 

・農業法人からの情報提供 ・研修会 
79 人 

2 月 21 日 
・静岡県の農業法人誘致の取組 

・農業法人誘致戦略発表（菊川市、藤枝市） 
54 人 

 

 

 

 



 

Ⅱ 青年農業者等の育成及び確保に関する事業 
 

１ 青年農業者等育成業務 

（１）就農支援活動 

就農啓発や就農支援を行う窓口を設け、本県で新規に就農しようとする青年等

を対象に、就農相談や農業法人への無料職業紹介、農業現場を案内する現地見学

会などを行い、農業の理解と就農意欲の向上に努めた。 

ア 就農相談      131 件 

イ 農業法人雇用相談  18 件 

ウ 現地見学会 

回次 開催地 実施時期 参加人数 

第１回 

10 市町 21 か所 

 伊豆の国市、函南町、沼津市、静岡市、

藤枝市、牧之原市、掛川市、浜松市、

磐田市、袋井市 

10/5～10/19 

（延べ７日） 

延べ 

37 人 

第２回 

８市町・18 か所 

 伊豆の国市、掛川市、浜松市、 

 磐田市、静岡市、藤枝市、 

 焼津市、牧之原市 

2/1～2/16 

（延べ６日） 

延べ 

35 人 

 

（２）関係機関との連携による就農促進 

各市町の青年等就農計画認定会議や特別融資制度推進会議の構成員として新規

就農者の就農計画等を審議した。 

 また、焼津市主催の「地産地消で稼ぐ・実践型事業」の運営業務を受託し、就

農を促進した。 

ア 青年等就農計画認定会議  16 回（45 名の就農計画認定） 

   イ 「地産地消で稼ぐ・実践型事業」（農業まるごと体験ツアー）の運営業務 

（受託） 

     主催者：焼津市   開催日：３月１日(土) 

 参加者：20 名    訪問先：４経営体 
 

（３）青年農業者の交流促進 

農家後継者を中心とした農業青年クラブの諸活動を支援し、青年農業者の交流

促進を図った。 
 

 

 

 

 

 

 



 

２ がんばる新農業人支援事業 

県内外の経営基盤を持たない非農家出身者の自立就農を志す青年等を対象に実施

する実践的な研修や就農に向けての支援を行った。 
 

（１）新人材育成タイプ(地域受入型) 

県内６地区の地域受入連絡会が実施する就農に向けた実践研修や就農準備等

を支援した。 

ア 募集等 

項 目 1 次募集 2 次募集 

募集期間 4/15～5/31 （46 日間） 8/5～9/20 （46 日間） 

現地説明会 6/22、6/29、6/30、7/6、7/7 10/5、10/6、10/13、10/14 

研修準備セミナー 7/13 10/26 

面接選考会 7/27 11/9 
 

イ 選考状況                  

項 目 1 次募集(人) 2 次募集(人) 計(人) 

募集人数 － － 25 

応募者 25 4 29 

受験者 25 4 29 

受入決定者 15 2 17 
 

ウ 研修受入決定の状況、指導農家への支援 

地域連絡会 市町 作目 人数 
指導農家 

（戸） 

助成額 

(千円) 

JA ふじ伊豆 

伊豆の国地区 
伊豆の国市 

イチゴ 4 3 
2,400 

ミニトマト 2 2 

JA ふじ伊豆 

なんすん地区 
沼津市 ミカン  1 1 400 

JA 静岡市 静岡市 
ジネンジョ 1 1 0※ 

イチゴ   1 1 400 

JA おおいがわ 
藤枝市 レタス、枝豆 1 1 400 

焼津市 イチゴ      1 1 400 

JA ハイナン 牧之原市 イチゴ    3 2 1,200 

JA 遠州中央 
磐田市 トマト    2 1 800 

袋井市 イチゴ    1 1 400 

合 計 8  17 14 6,400 

    ※研修直後に研修辞退のため、助成無 
 
 
 
 



 

（２）新人材育成タイプ(農業法人等受入型) 

県内１地区の農業法人が実施する就農に向けた活動を支援した。 

ア 募集等 

項 目 1 次募集 2 次募集 

募集期間 4/15～5/31 （46 日間） 8/5～9/20 （46 日間） 

現地説明会 － 10/17 

研修準備セミナー － 10/26 

面接選考会 － 11/6 
 

イ 選考状況                  

項 目 1 次募集(人) 2 次募集(人) 計(人) 

募集人数 － － 25※ 

応募者 － 1 1 

受験者 － 1 1 

受入決定者 － 0 0 

   ※募集人数は地域受入型との合計 

 

（３）半農半Ｘタイプ   

     副業としての小規模農業を希望する者に研修を行う地域連絡会(２地区)を支援

した。 

地域連絡会 
研修生 

（人） 
研修指導者 

助成額 

(千円) 

南伊豆町農のあるくらし受

入協議会 
５人 NPO 法人南伊豆湯の花等 250 

大井川半農半Ｘ地域受入連

絡会 
１人 

ＪＡ大井川（営農経済

センター） 
50 

計 ６人  300 

 

 

Ⅲ 農業経営の法人化推進に関する事業 
 

１ 農業経営者総合サポート事業 

県が設置する静岡県農業経営・就農支援センターの機能を発揮し、県・JA 中央

会・静岡県農業会議等や各農林事務所のサテライト窓口と連携して、農業経営体

の課題解決のため、中小企業診断士等の専門家派遣や各種研修会を開催した。ま

た、就農相談会に参加したほか、面会や電話などによる就農相談に対応した。 
 

 

 



 

（１）経営相談への対応状況：経営相談カルテ 48 経営体、専門家派遣延べ 82 回 

内容別内訳 (回) 賀茂 東部 富士 中部 志太榛原 中遠 西部 合計 

マーケティング 0 0 6 12 4 2 0 24 

経営継承・相続 0 7 1 0 1 6 0 15 

雇用・労務 0 2 1 2 1 6 2 14 

経営改善・診断 0 1 0 3 1 4 5 14 

法人化 0 1 1 1 3 2 3 11 

その他 0 0 2 0 0 0 2 4 

合計 0 11 11 18 10 20 12 82 
 

（２）研修会開催状況 

研修会名（地区） 開催日 参加者数 

酪農危機管理セミナー（西部） 9/10 5 人 

JA とぴあ浜松柑橘青年部 労務管理に関する研修会（西部） 9/24 7 人 

水稲経営における農業版 BCP に関する研修会（東部） 12/2 6 人 

酪農技術向上研修会（西部） 12/10 8 人 

新規就農者向け税務に関する研修会（東部） 1/27 23 人 

New 浜名湖アグリフォーラム「目標達成の為の一手」（西部） 2/26 11 人 

合計 ６回  
 

（３）就農相談への対応状況：就農相談カルテ 131 件 

相談会実績 開 催 日 場   所 相談件数 

新・農業人フェア 10/27、12/8 東京都、大阪府 延べ 37 件 

シゴトフェア 
5/11、5/12、5/18、11/9、

11/10、11/16、2/1 

浜松市、静岡市、

沼津市 
延べ 56 件 

まるごと移住フェア 7/7、2/2 東京都 延べ 13 件 

合計 11 回   
 

２ 静岡県農業法人協会への活動支援 

 静岡県農業法人支援協議会に参画し、静岡県農業法人協会（130 会員）の理事会、

総会及び会員の経営力強化に関する研修会等の活動を支援した。 

・法人支援協議会参加 4 回 ・法人協会活動支援 総会 1 回、理事会 4 回 

・その他活動 (県経済産業部との意見交換会、国内農業経営事業視察研修会、

東海 4 県・長野県農業法人経営情報交流会（当番県）、アグリビジネスコンサ

ルティング結果発表会、品目別交流会等) 
 

３ 労働力確保体制支援事業 ＜新＞ 

農業現場における労働力不足を解消するため、県と協力して「静岡県雇用労力

確保推進協議会」を立ち上げて事業を実施した（国庫事業「労働力確保体制強化

事業」を活用） 



 

 

（１）働きやすい環境づくり計画の策定・推進 

    労働者が働きやすい環境を実現するため、経営体ごとに新たに取り組む就労

条件改善事項等の計画を作成し、推進を図った。 
 

（２）就業条件改善等のための取組（専門家によるマニュアル作成及び個別指導） 

ア 人事評価マニュアル作成 

経営体における組織体制や労務管理の運用状況を把握するためのヒアリン 

グシート及び経営体の実態に合わせた品目別の人事評価シート（ひな形）を作

成した。また、幅広い経営体で活用可能な人事評価マニュアルを完成させた。 

イ 人事評価制度の整備に関する専門家の個別指導 

協議会構成員（６経営体）に専門家を派遣し、実効性の高い人事評価制度の

ための枠組み整備及び就労条件改善の個別指導を行った。 

ウ 働きやすい労働環境づくりのための研修会の実施 

農業に活かせる人事評価制度や従業員の能力・モチベーションの引き出し方

法等をテーマに３回の研修会を開催し、71 名が受講した。 

 

 

Ⅳ 指導的農業者等に対する支援に関する事業 
 

新規就農希望者の研修受入や青年農業者等の育成確保に指導的な役割を果たして

いる静岡県農業経営士協会及び青年農業士会の事務局として研修会等の活動を支援

した。 

１ 研修会等の開催 

区分 研修会名等 回数 備   考 

農業経営士協会 

(会員 253 名) 

総会・理事会 7  

県経済産業部との意見交換会  1  

理事・監事研修会 1  

部会別研修会 11 作物別9部会、受入部会 

計 20  

青年農業士会 

(会員 104 名) 

総会・理事会 7  

全体研修会 1  

県経済産業部との意見交換会 1  

部会別研修会 3 作物別 8 部会 

計 12  
 

２ 新規就農希望者等への支援 

・農林環境専門職大学研修生受入者数 20 人（研修生数 年間延べ 31 人） 

・がんばる新農業人支援事業研修生受入者数 7 人（研修生数 8 人） 

・農業高等学校出前講座実施者 3 人（学生数 3 高校 94 人） 


